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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
建築物を建てるために濃厚物質、特に液状コンクリートを搬送するための上昇管であって
、連結箇所において互いに取り外し可能に結合され、上昇管の長手方向に直列に配置され
る複数個のチューブ（１４）を備え、複数個のチューブ（１４）のうちの少なくとも１つ
のチューブ（１４）が固定支承部（４０；１４０）で支持されている前記上昇管において
、
　少なくとも１つの他のチューブ（１４）が建築物に固定して取り付けられる案内要素（
２６）で軸線方向に変位可能に案内されていること、
を特徴とする上昇管。
【請求項２】
最下位のチューブ（１４）が固定支承部（４０；１４０）で支持されていること、その上
にある複数個のチューブ（１４）が建築物に固定して取り付けられる案内要素（２６）で
軸線方向に変位可能に案内されていることを特徴とする、請求項１に記載の上昇管。
【請求項３】
最下位のチューブ（１４）の上にある複数個のチューブ（１４）の１つが固定支承部（４
０；１４０）で支持されていることを特徴とする、請求項１に記載の上昇管。
【請求項４】
少なくとも１つの案内要素（２６）が付属のチューブ（１４）のための貫通穴（３２）を
画成している少なくとも２つの部材（３０）であって互いに分離可能で且つ建築物から分
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離可能な前記部材（３０）を有していることを特徴とする、請求項１から３までのいずれ
か一つに記載の上昇管。
【請求項５】
少なくとも１つの案内要素（２６）が、貫通穴（３２）の領域に、チューブ（１４）に対
し当接する滑動要素（３４）を備えていることを特徴とする、請求項４に記載の上昇管。
【請求項６】
滑動要素（３４）が、少なくとも、チューブ（１４）に当接する滑動面（３６）において
、摩擦係数が小さな耐摩耗性のプラスチック、好ましくはポリアミドから成っていること
を特徴とする、請求項５に記載の上昇管。
【請求項７】
少なくとも１つの案内要素（２６）が、少なくとも２つの板セグメント（３０）から成っ
ている案内板（２８）を有し、該案内板（２８）の板セグメント（３０）が互いに取り外
し可能に結合され、且つ貫通穴（３２）を画成していることを特徴とする、請求項１から
６までのいずれか一つに記載の上昇管。
【請求項８】
複数個の案内要素（２６）のうちの少なくとも１つがフロアー天井（１８）に設けた破断
部（１６）においてフロアー天井（１８）に取り付けられていることを特徴とする、請求
項１から７までのいずれか一つに記載の上昇管。
【請求項９】
複数個の案内要素（２６）のうちの少なくとも１つが建築物の壁（２４）に固定されてい
るブラケット（３９）に取り付けられていることを特徴とする、請求項１から８までのい
ずれか一つに記載の上昇管。
【請求項１０】
複数個のチューブ（１４）の１つが周回するように延在する外側隆起部（４８）を有して
いることを特徴とする、請求項１から９までのいずれか一つに記載の上昇管。
【請求項１１】
２分割の押圧板（５０）が設けられ、該押圧板（５０）の２つの部分が外側隆起部（４８
）を備えたチューブ（１４）をそれぞれ部分的に取り囲み、押圧板（５０）に外側隆起部
（４８）が設けられていることを特徴とする、請求項１０に記載の上昇管。
【請求項１２】
固定支承部（４０）が支持台であり、支持台が、水平方向に配置される、押圧板（５０）
を載置するためのスリット付きの載置板（４２）を有し、該載置板（４２）のスリット（
４６）が外側隆起部（４６）を備えたチューブ（１４）の径よりも大きな幅を有している
ことを特徴とする、請求項１１に記載の上昇管。
【請求項１３】
載置板（４２）が押圧板（５０）を水平方向に固定するための異形部（５２）を有してい
ることを特徴とする、請求項１２に記載の上昇管。
【請求項１４】
支持台（４０）が建築物と固定結合されていることを特徴とする、請求項１２または１３
に記載の上昇管。
【請求項１５】
固定支承部が、互いに間隔を持ってフロアー天井に載置される２つのレール（１４２）、
好ましくはスチールレールと、レール（１４２）に載置され、外側隆起部（４８）を備え
たチューブ（１４）を貫通させるための破断部を備えた固定板（１４４）とを有している
ことを特徴とする、請求項１１に記載の上昇管。
【請求項１６】
押圧板（５０）と固定板（１４４）とレール（１４２）とがねじにより互いに取り外し可
能に結合されていることを特徴とする、請求項１５に記載の上昇管。
【請求項１７】
レール（１４２）はその端部が建築物の壁破断部（２５）を貫通していることを特徴とす
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る、請求項１５または１６に記載の上昇管。
【請求項１８】
複数個のチューブ（１４）のうちの少なくとも１つが、案内要素（２６）の上方に間隔を
持って位置固定要素（１６０）を備え、該位置固定要素（１６０）は、貫通穴（３２）を
貫通できない程度にチューブ外面から突出していることを特徴とする、請求項４から１７
までのいずれか一つに記載の上昇管。
【請求項１９】
位置固定要素（１６０）が摩擦でチューブ（１４）に載置されていることを特徴とする、
請求項１８に記載の上昇管。
【請求項２０】
複数個のチューブ（１４）のうちの１つが閉鎖用のスライダ（１５０）を備えていること
を特徴とする、請求項１から１９までのいずれか一つに記載の上昇管。
【請求項２１】
スライダ（１５０）が固定支承部（４０；１４０）の下方に配置されていることを特徴と
する、請求項２０に記載の上昇管。
【請求項２２】
チューブ（１４）がその外面から半径方向へ突出しているチューブ連結部（２０，２２）
を用いて連結個所において互いに結合されていることを特徴とする、請求項１から２１ま
でのいずれか一つに記載の上昇管。
【請求項２３】
チューブ連結部がチューブ（１４）の端部側に取り付けられているフランジ（２０）と該
フランジ（２０）を互いに結合されている締め付けリング（２２）とによって形成されて
いることを特徴とする、請求項２２に記載の上昇管。
【請求項２４】
最下位のチューブ（１４）が供給管（１２）を介して濃厚物質ポンプに接続されているこ
とを特徴とする、請求項１から２３までのいずれか一つに記載の上昇管。
【請求項２５】
互いに取り外し可能に結合され且つ上昇管の長手方向に直列に配置されるチューブ（１４
）によって形成される濃厚物質用の上昇管（１０；１１０）、特に液状コンクリート用の
上昇管（１０；１１０）を建築物に固定するための固定装置において、
　建築物のフロアー天井（１８）または壁（２４）に固定可能で、複数個のチューブ（１
４）のうちの１つのチューブ（１４）を案内する少なくとも１つの案内要素（２６）が設
けられ、前記１つのチューブ（１４）は軸線方向に変位可能に案内要素（２６）に受容可
能であることを特徴とする固定装置。
【請求項２６】
複数個のチューブ（１４）のために、好ましくは各チューブ（１４）のためにそれぞれ少
なくとも１つの案内要素（２６）が設けられていることを特徴とする、請求項２５に記載
の固定装置。
【請求項２７】
少なくとも１つの案内要素（２６）が付属のチューブ（１４）のための貫通穴（３２）を
画成している少なくとも２つの部材（３０）であって互いに分離可能で且つ建築物から分
離可能な前記部材（３０）を有していることを特徴とする、請求項２５または２６に記載
の固定装置。
【請求項２８】
少なくとも１つの案内要素（２６）が、貫通穴（３２）の領域に、チューブ（１４）に対
し当接する滑動要素（３４）を備えていることを特徴とする、請求項２７に記載の固定装
置。
【請求項２９】
滑動要素（３４）が、少なくとも、チューブ（１４）に当接する滑動面（３６）において
、摩擦係数が小さな耐摩耗性のプラスチック、好ましくはポリアミドから成っていること
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を特徴とする、請求項２８に記載の固定装置。
【請求項３０】
少なくとも１つの案内要素（２６）が、少なくとも２つの板セグメント（３０）から成っ
ている案内板（２８）を有し、該案内板（２８）の板セグメント（３０）が互いに取り外
し可能に結合されてチューブ（１４）を取り囲んでいることを特徴とする、請求項２５か
ら２９までのいずれか一つに記載の固定装置。
【請求項３１】
上昇管（１０）の複数個のチューブ（１４）の１つを支持するために建築物に位置固定可
能な支持台（４０）が設けられていることを特徴とする、請求項２５から３０までのいず
れか一つに記載の固定装置。
【請求項３２】
支持台（４０）がスリット（４６）を備えた載置板（４２）を有し、スリット（４６）の
幅が支持されるべきチューブ（１４）の径よりも大きいことを特徴とする、請求項３１に
記載の固定装置。
【請求項３３】
支持されるべきチューブ（１４）を取り囲んで載置板（４２）に載置するための２分割の
押圧板（５０）が設けられていることを特徴とする、請求項３２に記載の固定装置。
【請求項３４】
上昇管（１１０）を支持するための固定支承部（１４０）が設けられ、該固定支承部（１
４０）は、互いに間隔を持ってフロアー天井（１８）に載置可能な２つのレール（１４２
）、特にスチールレールと、レール（１４２）に載置可能で、チューブ（１４）を貫通さ
せるための破断部を備えた固定板（１４４）と、チューブ（１４）を取り囲んで固定板（
１４４）上に固定させるための２分割の押圧板（５０）とを有していることを特徴とする
、請求項２５から３０までのいずれか一つに記載の固定装置。
【請求項３５】
請求項１に記載の上昇管（１０；１１０）のための昇降装置であって、チューブ（１４）
がその外面から半径方向へ突出しているチューブ連結部（２０，２２）を用いて互いに取
り外し可能に結合されている構成の上昇管（１０；１１０）のための前記昇降装置におい
て、
　１つのチューブ（１４）を少なくとも部分的に取り囲み、上昇管（１０）の軸線方向に
てチューブ連結部（２０，２２）に力を作用させるスリーブ（６２）と、定置の表面で支
持可能で、スリーブ（６２）を持ち上げるための昇降機（６４）とが設けられていること
を特徴とする昇降装置。
【請求項３６】
スリーブ（６２）が円形の横断面を有し、その内径がチューブ連結部（２０，２２）の外
径よりも小さいことを特徴とする、請求項３５に記載の昇降装置。
【請求項３７】
昇降機（６４）が少なくとも１つの液圧シリンダ（７０）を有していることを特徴とする
、請求項３５または３６に記載の昇降装置。
【請求項３８】
昇降機（６４）が、複数個のチューブ（１４）のうちの１つのチューブ（１４）を貫通さ
せるための貫通穴（６８）を備えたスリーブ（６２）のための分割可能な支持板（６６）
を有し、該支持板（６６）の下面に該支持板（６６）を地面に対し持ち上げるための液圧
シリンダ（７０）が取り付けられていることを特徴とする、請求項３７に記載の昇降装置
。
【請求項３９】
請求項３５から３８までのいずれか一つに記載の昇降装置を、請求項１から２４までのい
ずれか一つに記載の上昇管（１０；１１０）を持ち上げるために使用する使用方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、請求項１の上位概念に記載の濃厚物質を搬送するための上昇管、および請求
項２５の上位概念に記載の濃厚物質のための上昇管を固定する装置、並びに請求項３５の
上位概念に記載の昇降装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　この種の上昇管は、特に高層ビル或いはダムのような高層建築物を建てる場合に使用さ
れる。上昇管は鉛直方向または斜め上方に延び、液状コンクリートを高位置の使用場所に
搬送するために用いる。搬送される液状コンクリートの使用場所がより高度の位置に変位
すると、上昇管の上端に他のチューブを接続させることで、建築物の高さに伴って上昇管
の高さを増していく。公知の上昇管は、すでにコンクリート打ちを終えた建物の下部領域
に固定される。このためチューブクランプ（いわゆるＵボルト）をチューブのまわりに設
置し、建築物に固定させる。しかしながら、コンクリートが乾燥すると、建築物の壁と天
井が沈下するという問題が生じる。この作用は建築物が高ければ高いほど強くなる。壁と
天井の沈下はそこに固定されている上昇管に応力を発生させる。応力は建築物が高ければ
高いほど大きい。同様に上昇管の長さが変化する。これはたとえば温度変化或いは接続さ
れているコンクリートポンプにより生じる圧力に起因するものであり、建築物に固定され
ている上昇管に応力を発生させる。加えて、損傷または磨耗した個々のチューブを交換す
るには、上昇管の大部分を取り外すことが必要である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の課題は、上昇管と建築物との相対運動時に上昇管に発生する応力を極力低減さ
せる手段を提供することである。さらに、個々のチューブの交換性を改善することである
。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　この課題は、本発明によれば、請求項１の構成を備えた上昇管、および、請求項２５の
構成を備えた固定装置により解決される。請求項３５の構成を備えた昇降装置により、個
々のチューブセグメントを、上昇管全体を取り外すことなく交換できる。
【０００５】
　本発明の技術思想は、上昇管のチューブを建築物に対し軸線方向に可動に案内させると
いうものである。案内要素は、それぞれのチューブを受容する可動支承部を形成している
。建築物が沈下してそれに固定されている案内要素が沈下しても、案内要素のなかに受容
されているチューブに対し案内要素が変位するので、上昇管には影響せず、影響してもわ
ずかである。同様に、温度変化或いは濃厚物質ポンプの圧力変化による上昇管の長さ変化
に伴う上昇管の応力発生も少なくなる。
【０００６】
　チューブが案内要素に対し変位可能であることは、特にコンクリートの乾燥過程のため
に沈下が著しい建築物の上部領域において重要である。したがって、本発明によれば、最
上位のチューブのみが案内要素内で軸線方向に変位可能である。しかしながら、固定支承
部で支持されているチューブの上方にある複数個のチューブのそれぞれを、建築物に固定
されている案内要素で軸線方向に変位可能に案内するのが有利である。これにより、上昇
管の下部チューブでも応力の発生が十分回避される。
【０００７】
　少なくとも１つの案内要素が付属のチューブのための貫通穴を画成している少なくとも
２つの部材であって互いに分離可能で且つ建築物から分離可能な前記部材を有しているの
が有利である。これにより案内要素の簡単な取り付けが可能になる。合目的には、少なく
とも１つの案内要素が、貫通穴の領域に、チューブに対し当接する滑動要素を備えている
のがよい。滑動要素は、少なくとも、チューブに当接する滑動面において、摩擦係数が小
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さな耐摩耗性のプラスチックから成っているのが好ましい。このプラスチックはポリアミ
ドが有利である。これにより、好ましくは金属のような硬質材料から成っている案内要素
に対しチューブが相対運動する際にチューブが損傷するのが避けられる。さらに滑動要素
は防音手段として用いられ、その結果ポンプ工程の際に発生する騒音の建物への伝達が少
なくとも困難になる。有利には、少なくとも１つの案内要素が、少なくとも２つの板セグ
メントから成っている案内板を有し、該案内板の板セグメントが互いに取り外し可能に結
合され、且つ貫通穴を画成しているのがよい。複数個の案内要素はフロアー天井に設けた
破断部においてフロアー天井に取り付けられていてよく、或いは、建築物の壁に固定され
たブラケットに取り付けられていてよい。
【０００８】
　合目的には、複数個のチューブの１つが周回するように延在する外側隆起部を有してい
るのがよい。有利には、このチューブが２分割の押圧板によって取り囲まれ、その際両部
分がチューブをそれぞれ部分的に取り囲んでいるのがよい。押圧板には、周回するように
延在する外側隆起部が着座している。支承部は支持台であるのが好ましく、支持台は、水
平方向に配置される、押圧板を載置するためのスリット付きの載置板を有し、この場合載
置板のスリットは外側隆起部を備えたチューブの径よりも大きな幅を有している。支持台
は建築物に固定され、好ましくは土台または下部フロアーに固定されているのが合目的で
ある。載置板には、押圧板を水平方向に固定するための異形部が取り付けられている。上
昇管を構築する場合、最下位のチューブは載置板のスリットに挿入され、押圧板によって
取り囲まれる。次に、押圧板を異形部の内部で載置板に載置し、下部チューブの、周回す
るように延在している外側隆起部を、押圧板の上に載置させる。
【０００９】
　これとは択一的に、固定支承部が、互いに間隔を持ってフロアー天井に載置される２つ
のレールと、レールに載置され、外側隆起部を備えたチューブを貫通させるための破断部
を備えた固定板とを有していてもよい。この場合、押圧板は固定板に固定される。合目的
には、押圧板と固定板とレールとがねじにより互いに取り外し可能に結合されているのが
よい。上昇管の重量がレール上にかかっていることにより、上昇管の重量は比較的広い面
へ分配される。建築物でのレールの固定を改善するため、レールはその端部が建築物の壁
破断部を貫通していてよい。レールはスチールから成っているのが合目的である。
【００１０】
　合目的には、複数個のチューブのうちの少なくとも１つが、案内要素の上方に間隔を持
って位置固定要素を備え、該位置固定要素は、貫通穴を貫通できない程度にチューブ外面
から突出しているのが合目的である。位置固定要素は、上昇管が破損した場合に、破損箇
所の上方にあるチューブが案内要素を通り抜けて下方へ移動し、場合によっては建築物に
かなりの損害を与えるのを阻止する。位置固定要素は摩擦でチューブに載置されているの
が好ましい。
【００１１】
　他の有利な構成によれば、複数個のチューブのうちの１つは閉鎖用のスライダを備えて
いる。汲み上げ過程が終了しても、上昇管はまだ濃厚物質で完全に充填されている。高層
建築物で使用する場合には、残っている濃厚物質の量はかなりのものである。スライダを
用いてチューブを閉鎖させた後、接続されている濃厚物質ポンプを切り離し、スライダを
開くことにより、残っている濃厚物質を準備状態にある容器へ排出させるか、或いは、建
築物の土台の中へ制御して排出させることができる。このため、スライダは固定支承部の
下方に配置されているのが合目的である。
【００１２】
　チューブはその外面から半径方向へ突出しているチューブ連結部を用いて連結個所にお
いて互いに結合されているのが有利である。チューブ連結部はチューブの端部側に取り付
けられているフランジと該フランジを互いに結合されている締め付けリングとによって形
成されているのが好ましい。これは、チューブ同士の結合を簡単に解除できることを意味
している。また、チューブの外面から突出しているチューブ連結部には、上昇管または個
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々のチューブを持ち上げるため、わずかに力を作用させてよい。最下位のチューブは供給
管を介して濃厚物質ポンプに接続されているのが合目的である。
【００１３】
　本発明による昇降装置は、個々のチューブの簡単な交換を可能にする。このため、スリ
ーブを、チューブを取り囲むようにチューブに当接させる。次に、スリーブを地面で支持
されている昇降機によって持ち上げ、これによって上昇管の外面から半径方向へ突出して
いるチューブ連結部に力を作用させて持ち上げる。したがって、その下のチューブ連結部
を解除すれば、上昇管の一部を持ち上げることができる。これは特に、チューブが連結箇
所において互いに嵌合している場合に有利である。
【００１４】
　合目的には、スリーブが円形の横断面を有し、その内径がチューブ連結部の外径よりも
小さいのがよい。昇降機が少なくとも１つの液圧シリンダを有しているのが好ましい。特
に、昇降機が、複数個のチューブのうちの１つのチューブを貫通させるための貫通穴を備
えたスリーブのための分割可能な支持板を有し、該支持板の下面に該支持板を地面に対し
持ち上げるための液圧シリンダが取り付けられているのが有利である。液圧シリンダは液
圧ポンプにより圧力付勢することにより大きな力を発揮することができる。本発明による
昇降装置は従来慣用されている上昇管に対し使用することができ、この場合まず、昇降機
に固定されている上昇管の固定部分の固定を解除しなければならない。しかし、本発明に
したがって軸線方向に変位可能に案内されているチューブを備えた上昇管に対し本発明に
よる昇降装置を使用することは特に有利である。というのは、建物と上昇管との間の固定
を解除させずに上昇管を持ち上げることができるからである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　次に、本発明の実施形態を添付の図面を用いて詳細に説明する。
濃厚物質用の上昇管１０（図１）は、建物の複数のフロアーを通じて案内され、コンクリ
ートポンプを用いて液状コンクリートを供給管１２から高位置にある使用場所へ搬送する
ために用いる。上昇管１０は長手方向に列設された複数個のチューブ１４から形成されて
いる。これらのチューブ１４は複数個のフロアー１８に設けた天井破断部１６を貫通して
案内されている。チューブ１４はその端部に外面から突出するフランジ２０を有し、該フ
ランジ２０においてこれらチューブ１４は締め付けリング２２を用いて互いに結合されて
いる。これらのチューブ１４はフランジ２０において互いに部分的に嵌合している。
【００１６】
　チューブ１４は天井破断部１６の領域でフロアー天井１８に固定されている。チューブ
１４はさらに建物の壁２４に固定されていてよい（図３）。フロアー天井１８および建物
の壁２４におけるチューブ１４の固定は案内要素２６を用いて行なう。案内要素２６はそ
れぞれ案内板２８を有している。案内板２８は互いに取り外し可能に結合されている２つ
の板セグメント３０から成っている。これらの板セグメント３０は、継ぎ合わせた状態で
、チューブ１４を貫通させる貫通穴３２を露出させる。板セグメント３０のそれぞれは１
本のチューブ１４を半分だけ取り囲んでおり、その結果１本のチューブ１４は案内板２８
の貫通穴３２で受容されている。
【００１７】
　案内板２８は、該案内板をフロアー天井１８に固定させる固定手段３８を有している。
案内要素２６を建物の壁２４に取り付けると、案内板２８は、建物の壁２４に固定されて
いるブラケット３９に取り付けられる。ブラケット３９は固定手段３８のための受容部を
有し、該受容部は案内板２８を建物の壁２４に対し可変間隔で装着させることを可能にす
る。案内板２８は貫通穴３２内へ突出している滑動要素３４を備えている。これらの滑動
要素３４はポリエチレンから製造され、よって摩擦係数が小さく、且つ耐摩耗性が高い。
滑動板３４はそれぞれ滑動面３６によってチューブ１４に当接しており、その結果チュー
ブ１４は案内要素２６により水平面内ではほとんど不動に固定されているが、軸線方向に
は移動可能に案内されている。したがって、案内要素２６は上昇管１０のための可動支承
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部を形成している。
【００１８】
　最下位のチューブ１４は、建物の下部天井の１つに位置固定して設けられている固定支
承部としての支持台４０に装着されている（図４）。支持台４０は載置板４２を有し、載
置板４２はスタンド４４に装着されている。載置板４２はスリット４６を有し、該スリッ
トの幅はチューブ１４の外径よりも大きい。最下位のチューブ１４は周回するように延在
する隆起部４８を有し、隆起部４８は２つの半部分から成っている押圧板５０の上に載置
されている。押圧板５０は載置板４２の上に載置されており、載置板４２の上面に設けた
受容異形部５２を用いて水平方向にずれないよう位置固定されている。最下位のチューブ
１４は図示していないコンクリートポンプに通じている供給管１２に接続されている。
【００１９】
　個々のチューブ１４を交換するため、昇降装置６０が設けられている（図５）。昇降装
置６０は分割可能なスリーブ６２を有し、スリーブ６２はチューブ１４の１つのまわりに
設置される。スリーブ６２は昇降機６４の上に載置されている。昇降機６４はチューブ１
４のための貫通穴６８を備えた支持板６６を有している。支持板６６の下面には４つの液
圧シリンダ７０が装着されている。液圧シリンダ７０は液圧ポンプ７２により圧力で付勢
することができる。破損したチューブ１４ａを交換するため（図６ａないし図６ｃを参照
）、まず上部フランジの締め付けリング２２を緩める。その上にあるチューブ１４ｂにス
リーブ６２を取り付け、該スリーブ６２を昇降機６４により上方へ持ち上げて、その上に
あるチューブカップリングまたは締め付けリング２２に当接させる。スリーブ６２をさら
に持ち上げて、上位のチューブ１４ｂを破損したチューブ１４ａから離間させる。その後
は損したチューブ１４ａを取り外し、交換チューブと交換する。さらに、破損したチュー
ブ１４ａを受容している案内要素２６を離間させることができる。
【００２０】
　第２実施形態（図７）による上昇管１１０は、第１実施形態の上昇管１０に対し、主に
固定支承部の構成の点で異なっている。第１実施形態と同一の部材には同一の符号を付し
た。支持台４０の代わりに固定支承部１４０（図８）が設けられている。固定支承部１４
０は互いに平行に間隔を持って配置されている２つのスチールレール１４２を有している
。これらのスチールレール１４２はフロアー天井１８上に載置されている。スチールレー
ル１４２の両端部は壁破断部２５を貫通し、建物に固定されている。スチールレール１４
２上には固定板１４４がねじ止めされている。固定板１４４はチューブ１４を貫通させる
ための破断部を有し、該破談部はスチールレール１４２の中間空間の上方に配置されてい
る。外側隆起部４８を備えているチューブ１４は、第１実施形態の場合と同様に、固定板
１４４にねじ止めされている２分割の押圧板５０によって取り囲まれている。外側隆起部
４８を備え、上昇管１１０を固定支承部１４０で支持させているチューブ１４は、第１実
施形態とは異なり、通常の搬送チューブではない。このチューブ１４は、他のチューブよ
りも短く且つ固定支承部１４０で支持するためだけに用いる中間部材である。第１実施形
態とは異なり、固定支承部１４０は建物の土台に配置されるのではなく、下の複数のフロ
アーの１つのフロアーのフロアー天井１８上に配置される。
【００２１】
　複数個のチューブ１４の１つは、固定支承部１４０の下方に、該チューブを閉鎖させる
ためのスライダ１５０を備えている（図９）。液状コンクリート（汲み上げ工程の終了後
にまだ上昇管１１０内にある）は、スライダ１５０を用いて排出させることができる。こ
のため、まずスライダ１５０を閉じて、該スライダ１５０の上方にある液状コンクリート
の柱を下方へ逃げないようにする。次に、コンクリートポンプを供給管１２から切り離す
。その際、上昇管１１０内でスライダ１５０の下方にある液状コンクリートが排出される
。最後にスライダ１５０を開け、残っている液状コンクリートを供給管１２により準備状
態の容器に流入させるか、或いは、土台をコンクリート打ちするために建物内へ供給する
。
【００２２】



(9) JP 4839366 B2 2011.12.21

10

20

30

　上昇管１１０を位置固定するため、チューブ１４には、案内要素２６の上方に間隔を持
って位置固定要素１６０が取り付けられている（図１０）。位置固定要素１６０はねじに
よって一緒に保持されている２つの湾曲部材１６２から成っている。湾曲部材１６２は摩
擦でチューブ１４の外面に取り付けられている。湾曲部材１６２は、該湾曲部材が複数個
の貫通穴３２の１つを貫通できない程度の量でチューブ１４の外面から突出している。上
昇管１１０が破損すると、位置固定要素１６０が案内板２８で係止されることにより、該
位置固定要素１６０は、上昇管１１０の、破損部位の上方にある部分の通り抜けを阻止す
る。
【００２３】
　以上を総括すると、以下のようになる。本発明は、建築物を建てるために濃厚物質、特
に液状コンクリートを搬送するための上昇管１０；１１０であって、連結箇所において互
いに取り外し可能に結合され、上昇管の長手方向に直列に配置される複数個のチューブ１
４を備えた前記上昇管に関わる。本発明によれば、複数個のチューブ１４のうちの少なく
とも１つのチューブ１４は固定支承部４０；１４０で支持され、少なくとも１つの他のチ
ューブ１４は建築物に固定して取り付けられる案内要素２６で軸線方向に変位可能に案内
されている。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】ふくすうのフロアーを貫通するように延在している第１実施形態の濃厚物質用上
昇管の概略図である。
【図２ａ】天井破断部におけるチューブの固定態様を示す分解斜視図である。
【図２ｂ】天井破断部におけるチューブの固定態様を示す組み立て図である。
【図３】建物壁におけるチューブの固定態様の変形実施形態を示す図である。
【図４】図１の上昇管の最下位のチューブの固定態様を示す図である。
【図５】昇降装置を示す図である。
【図６ａ】チューブの交換の手順を説明する概略図である。
【図６ｂ】チューブの交換の手順を説明する概略図である。
【図６ｃ】チューブの交換の手順を説明する概略図である。
【図７】ふくすうのフロアーを貫通するように延在している第２実施形態の濃厚物質用上
昇管の概略図である。
【図８】図７の上昇管の固定支承部を示す図である。
【図９】図７の上昇管を閉鎖させるためのスライダを示す図である。
【図１０】図７の上昇管のための位置固定要素を示す図である。



(10) JP 4839366 B2 2011.12.21

【図１】 【図２ａ】

【図２ｂ】 【図３】



(11) JP 4839366 B2 2011.12.21

【図４】 【図５】

【図６ａ】

【図６ｂ】

【図６ｃ】

【図７】



(12) JP 4839366 B2 2011.12.21

【図８】 【図９】

【図１０】



(13) JP 4839366 B2 2011.12.21

10

フロントページの続き

(72)発明者  ベンツ　アンドレアス
            ドイツ連邦共和国　デー・７３２４０　ヴェントリンゲン　ヘーエンシュトラーセ　１４２
(72)発明者  シュティルム　クリスティアン
            ドイツ連邦共和国　デー・７３７７３　アイヒヴァルト　シュアヴァルトシュトラーセ　５４
(72)発明者  フューゲル　ディートマル
            ドイツ連邦共和国　デー・７２６４９　ヴォルフシュルゲン　ヴィンケルヴィーゼン　１７

    審査官  西村　直史

(56)参考文献  特開平０９－０８８３４４（ＪＰ，Ａ）
              特開昭５９－２２８５６７（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              E04G21/02-04


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

